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第２部 各論｜第１章 健康づくりと保健医療体制の推進｜第４節 疾病・事業ごとの医療連携体制の推進

素案

重点プラン８ 糖尿病の医療連携体制を推進します

指 標 ⑨ 「 が、 以上の人（ 歳～ 歳）」の割合

ベースライン （令和３年度末時点）

指標の方向 下げる

糖尿病について

・ （ヘモグロビンエーワンシー）について

糖尿病の過去 ～ カ月のコントロール状態の評価を行う上での重要な指標。

食事から採血までの時間の影響を受けやすい血糖値と比較して、そうした影響を受けに

くく、過去 ～ カ月の平均的血糖値を反映することが知られています。糖尿病の早期発

見や血糖コントロール状態の評価に有用な検査指標です（厚生労働省 ―ヘルスネット

から抜粋）。

・ 糖尿病の 型と 型について

糖尿病はそれが起こる原因により つのタイプに分類されます。そのなかで、主なも

のは 型糖尿病と 型糖尿病です。

）１型糖尿病

１型糖尿病では膵臓のランゲルハンス島に炎症がおこりインスリンを作る膵 β細胞が
壊されます。 型糖尿病の原因はまだはっきりしていませんが、遺伝因子やウイルス感

染などが誘因となり、“自己免疫”と呼ばれる機序が関与していると考えられています。
多くの方で、外からインスリンを注射しないと生命の危機に瀕するようなインスリン欠

乏状態となります。

）２型糖尿病

２型糖尿病の原因もはっきりしていませんが、遺伝因子とともに生活習慣・外部要因な

どが関与して発症すると考えられています。 型糖尿病は 型糖尿病よりもゆっくりと

気づかないうちに発症しゆっくりと進行する場合が多いです。治療にインスリンを必要

としないケースも多々あります（一般社団法人日本糖尿病学会ホームページから抜粋）。

コラム

第２部 各論｜第１章 健康づくりと保健医療体制の推進｜第４節 疾病・事業ごとの医療連携体制の推進

素案

２ 事業ごとの医療連携体制

（１）救急医療

救急医療体制の現状

〇 都の救急医療体制は、入院を必要としない軽症患者に対する初期救急医療、入院を必要とする中

等症・重症患者に対する二次救急医療、生命危機が切迫している重篤患者に対応する三次救急医療

に分けて整備し、それぞれの連携が図られています。

〇 初期救急医療は各市で実施しており、昭島市、国分寺市が診療所の医師による当番制により、立

川市、国立市、東大和市及び武蔵村山市が休日夜間急患センター等を設置して初期救急医療体制を

整備しています。また、歯科についても固定又は輪番で体制を整備しています。

〇 都は 日 時間対応の二次救急医療体制を整備するため、平成 年度から東京都指定二次救

急医療機関による休日・全夜間診療事業を行っています。圏域内には令和６年４月１日現在、指定

二次救急医療機関が か所 あります。小児の休日・全夜間診療は、立川病院（立川市）、太陽こ

ども病院（昭島市）、武蔵村山病院（武蔵村山市）の３か所が指定されています。三次救急医療は

救命救急三次救急医療は救命救急センターとして災害医療センターが生命危機を伴う重症・重篤な

救急患者を受け入れています。

出典：東京都保健医療局医療政策部救急災害医療課ホームページ「東京都における救急医療体制」（令和 年 月 日現在）

○ 東京消防庁によると令和４年中の救急隊の出場件数は 件でした（前年比＋

件）。また、救急搬送者のうち軽症者（初診医師により入院を要しないと判断されたものをいう。）

の割合は ％で半数以上を占めています。

圏域の東京都指定二次救急医療機関（ か所）：立川中央病院（立川市）、災害医療センター（立川市）、川野病院（立川市）、立

川相互病院（立川市）、立川病院（立川市）、昭島病院（昭島市）、うしお病院（昭島市）、太陽子ども病院（昭島市）、東京西徳洲

会病院（昭島市）、東大和病院（東大和市）、武蔵村山病院（武蔵村山市）

【圏域における救急医療体制】
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固
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立 川 市 184,694 立川市 1 1 1
立川市休日急患診療所
立川市・立川病院こども救急室（共済立
川病院）

2 1

昭 島 市 114,639 2 1 1

国 分 寺 市 131,501 2 2 1

国 立 市 76,809 1 1
休日診療センター
医療法人社団浩央会国立さくら病院
（休日準夜応急診療所）

2 1

東 大 和 市 83,516 1 東大和市休日急患診療所 1 1

武 蔵 村 山 市 70,077 1 1 武蔵村山市立保健相談センター 1 1

計 661,236 4 3 4 3 0 1 6 2 4 11 １所３６床
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第２部 各論｜第１章 健康づくりと保健医療体制の推進｜第４節 疾病・事業ごとの医療連携体制の推進

素案

○ 東京消防庁では、救急相談センター（＃ ）が、従来の医療機関案内に相談機能を付加し

て、平成 （ ）年 月から「救急相談センター」として運用を開始しました。また、平

成 （ ）年 月からはホームページ上で電話救急相談に準じた「東京版救急受診ガイド

ウェブ版 」を掲載しています。これは、主な の症状について、利用者の方自らが症状をチ

ェックしていくことで、傷病の緊急度などに関するアドバイスが得られるサービスです。救急車

を呼ぶべきか否か迷っている都民の不安を解消するとともに、救急車の適正利用を図っています。

○ 圏域では脳卒中医療連携推進協議会の取組として、救急隊向け講習会や救急隊と病院の意見交

換、患者の搬送調査、住民を対象とした脳卒中のサインと救急要請に関する普及啓発などにより、

脳卒中発症の際の迅速な救急搬送の確保に取り組んでいます。

 

（ ）周産期医療

○ 都では、東京都の周産期医療を取り巻く現状を踏まえ、ハイリスク妊産婦・新生児へのケアの

強化、母体救命が必要なハイリスク妊産婦への対応の強化、 等長期入院児に対する在宅移

行支援の強化を取組の視点とした「東京都周産期医療体制整備計画」を平成 年３月に改定し

ました。

令和６年１月１日現在、都は周産期母子医療センター 施設、周産期連携病院 施設を整備

し、これらの施設に合計 床の を確保しています。

〇 多摩地域においては周産期母子医療センターが６か所指定されており、当圏域では立川病院が

指定を受けて６床の を確保しています。限られた医療資源を有効に活用するためには、周

産期に関係する医療機関の連携が重要です。また、周産期医療を担う医師の確保や産前から産後

までの切れ目のない支援体制の整備など、周産期に係る保健医療サービスを安定して提供する体

制づくりが必要です。

：新生児の 集中治療室 。 低出生体重児 未熟児 や、先天性の病気を持った重症新生児に対し、呼吸や循環

機能の管理といった専門医療を 時間体制で提供するものである。

出典：東京消防庁「東京消防庁統計書」（平成 年～令和 年）

【都内の救急搬送者数の推移】

平成 年 平成 年 令和元年 令和 年 令和 年 令和 年

重症・重篤・死亡

中等症

軽症

歳以上高齢者数

千人

第２部 各論｜第１章 健康づくりと保健医療体制の推進｜第４節 疾病・事業ごとの医療連携体制の推進

素案

（ ） 小児医療

〇 都は、区市町村が平日夜間に行う小児初期救急医療事業に対する運営経費の補助や、休日及び全

夜間において、主として入院を必要とする救急患者に対応する救急医療機関の確保など、小児救急

医療体制の整備を進めてきました。

〇 当圏域で小児科を標榜している医療機関は、令和４年 月１日現在で か所（病院９か所、診

療所 か所）あり、平成 年 月１日現在の か所（病院 か所、診療所 か所）に比

べ若干減少しています 。また、圏域の年少人口（０～ 歳）も令和６年１月現在で約 人

と、平成 年１月現在で約 人に比べて減少しています 。

〇 圏域では、小児科の休日・全夜間診療を行う二次救急医療機関は、令和６年３月現在、立川病院

（立川市）、太陽こども病院（昭島市）、武蔵村山病院（武蔵村山市）の３病院です。

また、災害医療センターは、救命救急センターとして小児救急医療も担っています。

さらに、救命治療のための小児専門の高度医療を行う医療機関として都が指定する「こども救命

センター」は都内に４か所あり、多摩地域では、東京都立小児総合医療センターが指定されていま

す。

事業別の取組を推進します

（１）救急医療

消防署、保健所、市、医師会等は、救急医療の適正利用に関する普及啓発ポスターやチラシの配

布・設置を進め、救急医療と救急業務に対する住民の正しい理解と認識を広めます。

脳卒中医療連携推進協議会は、住民に対して脳卒中の初期症状を普及啓発し、適切な救急要請に

つなげます。また、救急隊向け講習会の開催等を通じ、円滑な救急搬送を支援します。

（２）周産期医療

市及び妊婦健康診査受託医療機関等は、早期にハイリスク妊婦を把握し、安心、安全な出産を迎

えられるよう適切な支援を行います。

（３）小児医療

小児救急医療体制の更なる充実やこども救命センターの機能強化、小児医療に関する普及啓発や

地域の小児医療体制の確保を目指します。

出典：東京都福祉保健局「医療施設（動態）調査・病院報告結果報告書」（平成 年・令和 年）

出典：東京都総務局「住民基本台帳による東京都の世帯と人口」

今後の取組 
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第２部 各論｜第１章 健康づくりと保健医療体制の推進｜第４節 疾病・事業ごとの医療連携体制の推進

素案

（ ） 小児医療

〇 都は、区市町村が平日夜間に行う小児初期救急医療事業に対する運営経費の補助や、休日及び全

夜間において、主として入院を必要とする救急患者に対応する救急医療機関の確保など、小児救急

医療体制の整備を進めてきました。

〇 当圏域で小児科を標榜している医療機関は、令和４年 月１日現在で か所（病院９か所、診

療所 か所）あり、平成 年 月１日現在の か所（病院 か所、診療所 か所）に比

べ若干減少しています 。また、圏域の年少人口（０～ 歳）も令和６年１月現在で約 人

と、平成 年１月現在で約 人に比べて減少しています 。

〇 圏域では、小児科の休日・全夜間診療を行う二次救急医療機関は、令和６年３月現在、立川病院

（立川市）、太陽こども病院（昭島市）、武蔵村山病院（武蔵村山市）の３病院です。

また、災害医療センターは、救命救急センターとして小児救急医療も担っています。

さらに、救命治療のための小児専門の高度医療を行う医療機関として都が指定する「こども救命

センター」は都内に４か所あり、多摩地域では、東京都立小児総合医療センターが指定されていま

す。

事業別の取組を推進します

（１）救急医療

消防署、保健所、市、医師会等は、救急医療の適正利用に関する普及啓発ポスターやチラシの配

布・設置を進め、救急医療と救急業務に対する住民の正しい理解と認識を広めます。

脳卒中医療連携推進協議会は、住民に対して脳卒中の初期症状を普及啓発し、適切な救急要請に

つなげます。また、救急隊向け講習会の開催等を通じ、円滑な救急搬送を支援します。

（２）周産期医療

市及び妊婦健康診査受託医療機関等は、早期にハイリスク妊婦を把握し、安心、安全な出産を迎

えられるよう適切な支援を行います。

（３）小児医療

小児救急医療体制の更なる充実やこども救命センターの機能強化、小児医療に関する普及啓発や

地域の小児医療体制の確保を目指します。

出典：東京都福祉保健局「医療施設（動態）調査・病院報告結果報告書」（平成 年・令和 年）

出典：東京都総務局「住民基本台帳による東京都の世帯と人口」
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素案

コラム

【医療に関する主なご相談・ご連絡先】

医療情報ネット（ナビイ）

医療情報ネット（ナビイ）は診療日や診療科目といった一般的な情報に加え、対応可能な疾患・

治療内容、提供しているサービスなどさまざまな情報から、全国の医療機関を検索することので

きるシステムです。

東京都医療機関案内サービス “ひまわり”

０３－５２７２－０３０３
医療機関案内サービス「ひまわり」では、都民の皆様に、電話・ファクシミリで

都内の医療機関をご案内しています。

東京消防庁救急相談センター

＃７１１９

急な病気やケガなどで「救急車を呼んだ方がいいのかな？」「今すぐ病院に行った方が

いいのかな？」など迷った場合に、救急車の利用や自己受診に関するアドバイス、診療可

能な病院案内を行っています。

子供の健康相談室（小児救急電話相談）

＃８０００

東京都では、保健所や保健センターが閉庁する時間帯に、子供の健康・救急に関する

相談に、看護師や保健師等が応じています。

第２部 各論｜第１章 健康づくりと保健医療体制の推進｜第５節 歯科保健

素案

歯科保健の現状

〇 歯と口腔の健康を維持することは、食物を単に咀しゃくすることにとどまらず、食事や会話を楽

しむなど、豊かな人生を送るための基礎となります。また、歯周病が糖尿病と密接に関連すること

や、口腔ケア が高齢者の誤嚥性肺炎を予防することなど、歯と口腔の健康が全身の健康に影響を

及ぼすことが分かってきており、歯科保健の重要性はますます高くなっています。

ライフステージ別の現状

○ 歯と口腔の状況について、都の乳幼児期及び学齢期のむし歯（う蝕）の有病状況は年々改善傾向

にあります。（「むし歯（う蝕）のない者の割合（３歳児）」、「むし歯（う蝕）のない者の割合（

歳児）」、「永久歯の一人平均むし歯（う蝕）経験歯数 の推移（ 歳児）」参照）。圏域においても

同様の傾向です。

○ 一方、学齢期の歯肉炎の罹患状況「歯肉に炎症所見のある者 の割合（ 歳児）」については、

都において減少傾向にありましたが、当圏域においては顕著な傾向は見受けられません。

口腔ケア：狭義では、口腔疾患（むし歯（う蝕））や歯周病などの予防を目的とした口腔清掃。広義では、口腔疾患、機能障害等

に対する予防、治療、リハビリテーションを目的とした、歯科治療から機能訓練までを含む。

永久歯の一人平均むし歯（う蝕）経験歯数（一人平均ＤＭＦ歯数※）：全受診者のＤＭＦ歯数※の合計/全受診者数 

※ＤＭＦ歯数=Ｄ歯数+Ｍ歯数+Ｆ歯数（Ｄ=永久歯のむし歯（う蝕）で未処置の歯、Ｍ=むし歯（う蝕）が原因で失った永久歯、Ｆ=永久歯のむし

歯（う蝕） で処置を完了した歯）  

歯肉に炎症所見のある者：学校の歯科健康診断において、歯周疾患要観察者（ＧＯ） 歯周疾患の者（Ｇ）。

第５節 歯科保健 

現状と課題 

【むし歯（う蝕）のない者の割合（３歳児）】

年度

出典：東京都福祉保健局「東京の歯科保健」
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